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ソサエティ5.0とスマート自治体

令和2年5月25日
瀬戸市ICT戦略推進プラン検討委員会

Ⅰ国のICT戦略の概要
１ ソサエティ 5.0

２ 官民データ活用推進基本法と基本計画
３ 自治体戦略2040構想

Ⅱ今後の自治体行政の方向性
１ スマート自治体への転換
２ 公民連携による地域課題の解決
３ 広域連携による効率的な行財政運営
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１ ソサエティ5.0 (Society 5.0)

日本が提唱する未来社会のコンセプト。 （2016年1月 閣議決定）

科学技術基本法に基づく「科学技術基本計画」の第5期に、キャッチフレーズとして登場。

サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）を高度に融合させたシステムに
より、経済発展と社会的課題の解決を両立する、人間中心の社会。

狩猟社会（ソサエティ1.0）、農耕社会（2.0）、工業社会（3.0）、情報社会（4.0）に次ぐ第5の
新たな社会を、デジタル技術によるイノベーションを最大限に活用する社会として命名。

「まち・ひと・しごと創生総合戦略」には、「少子高齢化の最前線である地方においてこそ、
ソサエティ5.0を実現し（略）、それぞれの地域の魅力を最大限に生かし、自立した豊かな
地方の姿を実現していくことが重要」と記述され、国、地方が協働して取り組みを進める
こととされている。
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キーワード ＝ 「データの利活用」

出典：内閣府ホームページ https://www8.cao.go.jp/cstp/society5_0/society5_0.pdf を参考に作成

ソサエティ5.0 (Society 5.0)とは？

Ⅰ 国のICT戦略の概要



日本が提唱する未来社会のコンセプト
ソサエティ5.0：狩猟社会（ソサエティ1.0）、農耕社会（2.0）
工業社会（3.0）、情報社会（4.0）に次ぐ第5の新たな社会
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ソサエティ5.0のイメージ

出典：内閣府ホームページ https://www8.cao.go.jp/cstp/society5_0/society5_0.pdf



ソサエティ5.0のイメージ

4出典：内閣府ホームページ https://www8.cao.go.jp/cstp/society5_0/society5_0.pdf
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２ 官民データ活用推進基本法と基本計画

官民データ活用推進基本法

行政及び民間事業者が管理する情報（データ）の円滑な流通と、適正かつ
効果的な活用を図り、活力ある日本社会の実現に役立てるため、データ活用
の基本理念、基本施策等を定めた法律。 平成28（2016）年12月14日施行。

基本的施策 行政手続のオンライン化
データ活用推進のための制度見直し
デジタル格差の是正
システムの標準化、互換性の確保、業務の見直し
国と地方の整合性確保 等々

官民データ活用推進基本計画

同法に基づいて策定された、我が国のIT推進基本計画（IT戦略）
2017年6月策定後、毎年度改定。（現在：2019年度版＝IT新戦略）

出典：IT新戦略「世界最先端デジタル国家想像宣言・官民データ活用推進基本計画（概要）を参考に作成
https://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/detakatsuyokihon/dai1/siryou2.pdf



出典：IT新戦略「世界最先端デジタル国家想像宣言・官民データ活用推進基本計画（概要）
https://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/detakatsuyokihon/dai1/siryou2.pdf

官民データ活用推進基本計画（概要）

官民データ活用推進基本法（2016/12/14施行）に基づく基本計画
2017/5/30決定
2018/6/15改定
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2018年版
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官民データ活用推進基本計画の概要（抜粋）
2018年版

出典：IT新戦略「世界最先端デジタル国家想像宣言・官民データ活用推進基本計画（概要）
https://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/detakatsuyokihon/dai1/siryou2.pdf



デジタル化3原則

１ デジタルファースト
国民が、個々の手続・サービスについて最初から最後まで一貫し

てデジタルで完結できる社会の構築。

２ ワンスオンリー
一度提出した情報は再提出不要。バックオフィス連携により添付

書類を撤廃。

３ コネクテッド・ワンストップ
民間サービスを含め、一か所でサービスを完結。

デジタル手続法
ICTを活用し、行政手続等の利便性の向上や行政運営の簡素化、効

率化を図るため、行政のデジタル化・オンライン化の原則、個別分
野における施策等を定めた法律。 2019.5.31公布

出典：内閣官房 「世界最先端デジタル国家創造宣言官民データ活用推進基本計画」を参考に作成
https://cio.go.jp/sites/default/files/uploads/documents/data-basis_gaiyo2019.pdf
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官民データ活用推進基本計画の概要（抜粋）
2018年版

出典：IT新戦略「世界最先端デジタル国家想像宣言・官民データ活用推進基本計画（概要）
https://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/detakatsuyokihon/dai1/siryou2.pdf
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官民データ活用推進基本計画 2019年版

・ ITを活用した社会システムの抜本改革
・ デジタル・ガバメントの推進

・ G20を軸とした国際対応
・ 社会全体のデジタル化
・ 社会実装＆インフラ再構築

2018年版 2019年版

出典：内閣官房 「世界最先端デジタル国家創造宣言官民データ活用推進基本計画」
https://cio.go.jp/sites/default/files/uploads/documents/data-basis_gaiyo2019.pdf



３ 自治体戦略2040構想

構想の主旨

人口減少、少子高齢化が加速している
それらを、現実のものとして踏まえつつ、以下を進める

（１） 経済社会を維持存続する取り組み

（２） 社会の幸福度を高め、出生率を引き上げる取り組み

（３） 誰もが、能力を発揮できる社会形成の取り組み

自治体戦略2040構想

人口減少下において、満足度の高い人生と、人間を尊重する社会を構築
するために、自治体が取るべき戦略（方向性）を示したもの
総務省の研究会が、2018年に策定

◯国としての戦略 →まち・ひと・しごと創生総合戦略

◯自治体の戦略 →自治体戦略2040構想
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出展 総務省 自治体戦略2040構想研究会 報告書をもとに作成
https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/kenkyu/jichitai2040/index.html



現状のまま推移した場合の推計
１00年後には、現在の３分の１まで減少

日本の将来推計人口

国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年１月推計）」を元に作成

約40年後 30%減少
現在20歳 → 60歳

約100年後
現在の1/3

に減少

2040年 約1億1千万人
14%減少（対2013年比）

毎年90万人
減少

MAX 2013年
1億2800万人
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自治体戦略2040構想

出展 総務省 自治体戦略2040構想研究会 報告書をもとに作成
https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/kenkyu/jichitai2040/index.html



生産年齢人口の推計

不足する労働力
（見込）

2020▲60万人

2025 ▲52万人

2030▲79万人

2035▲101万人

2040 ▲105万人

国立社会保障・人口問題研究所
「日本の将来推計人口
（平成24年１月推計）」を元に作成
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自治体戦略2040構想

出展 総務省 自治体戦略2040構想研究会 報告書をもとに作成
https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/kenkyu/jichitai2040/index.html



地方公務員数の推移（1984-2017）

これまでにも
地方行革、集中改革
プランなどにより
減らしてきた

▲16%(H6-H28)

自治体戦略2040構想
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出展 自治体戦略2040構想研究会第8回事務局提出資料
https://www.soumu.go.jp/main_content/000535868.pdfl



2040年における自治体職員定員数の試算

特に、小規模団体の受けるインパクトは大きい

自治体戦略2040構想
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出展 総務省 自治体戦略2040構想研究会 報告書をもとに作成
https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/kenkyu/jichitai2040/index.html

＊瀬戸市の規模で試算すると 約700人 → △100人 → 約600人



Ⅱ 今後の自治体行政の方向性

１ スマート自治体への転換

３ 広域連携による効率的な行財政運営

２ 公民連携による地域課題の解決

(1) 手続のオンライン化の推進

(2) 住民と自治体の接点のスマート化

(3)  プッシュ型情報提供

(4) AIやロボティックスを活用した業務改革

(5)  利用者の実体験に基づいた課題把握とサービス設計

(1) オープンデータの推進と活用

(2) シェアリングエコノミーの活用

(3)  連携プラットフォームの構築と運用

(1) 業務・システムの標準化、共同化

(2) リソース（ヒト、モノ、情報）の共同利用

(3)  物品、サービス等の共同調達
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出展 総務省 自治体戦略2040構想研究会 報告書をもとに作成
https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/kenkyu/jichitai2040/index.html

自治体戦略2040構想から



１ スマート自治体とは
・人口減少が進んでも、行政サービスを持続し、住民福祉の水準を維持。
・職員を事務作業から解放し、行政職員でなければできない業務にシフト。
・ベテラン職員の知恵や経験をAI等に蓄積、代替させる。

２ 実現方策
・行政手続の電子化、ペーパーレス化
・業務プロセス、システム、データ、帳票等の標準化
・AI、RPA等のICT活用普及促進 ほか

３ 実現のポイント
・単なるICTの導入では成果が出ない
・提供サービスの品質、業務プロセス、職員の働き方、組織マネジメント等

サービスに関わる全体を再設計することが不可欠。

１ スマート自治体への転換

出典：令和元年5月 総務省 スマート自治体研究会報告書概要を参考に作成
https://www.soumu.go.jp/main_content/000621144.pdf

ルーチン業務に係るお金や人手を、ICTや業務改革で最小化し、住民の暮らしや
健康・福祉、まちの活性化など政策的事業に振り向ける
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スマート自治体への転換（イメージ）

ルーチン業務や作業は、自動化、委託化し、
職員は、職員でなければ出来ない仕事にシフト

都市の将来ビジョン策定

政策の立案、調整

住民ニーズの的確な把握

利害関係者との交渉

業務プロセス改革

危機管理、防災対策等

人的サービス提供

法令に基づく措置、命令等

データの公開、活用、発信

P/Fの運営、維持、管理

職員が担うべき業務
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・職員は、簡単にはシフトできない
・ICTによる職員のサポートが必要

・従来職員が行なっていた業務を徹底して自動化

出展 自治体戦略2040構想研究会 報告書から抜粋
https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/kenkyu/jichitai2040/index.html



e-estonia web-site

エストニアが進める「電子政府」政策

公共サービス（手続き）の99%がオンライン化 900以上の機関が接続

国民IDカードの取得率 98% （カード（Id card） 、スマホ（Mobil-ID））

政府の「節約時間数」 800年分/年間

税確定申告 95%が利用

企業設立手続 98%がオンライン手続 所要時間18分

19https://e-estonia.com

（１） 手続のオンライン化の推進



eエストニアの
サービスメニュー

医療支払請求 オンライン化 100%

薬の処方箋 オンライン化 99%

健診データ デジタル化 95%

教育 OECD PISA成績 EUでナンバー１

e-learning利用率 85%

ネットバンキング利用率 99%

パーキング使用料決済 90%

電子投票（i-Voteing） 利用率 30%

eキャビネット（どこにいても閣議に参加）

e-estonia web-site

オンライン化の推進状況

エストニア
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（２）オンライン手続き

（３）ホームページ

（４）チャット/チャットボット

（５）電話（音声）

（６）窓口への来訪

（７）職員の家庭訪問

（１）マイナポータル

デ
ジ
タ
ル

リ
ア
ル

ケースワーカー、保健師等

オムニチャネル 全てのチャネルを
シームレスに連携

（２）住民と自治体の接点のスマート化
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共
通
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
に
よ
る
情
報
共
有

接点が増えると利便性は高まるが
業務量は増加。
また、情報共有、連携が困難になり
何回も、同じ話を聞くことにもなる。

問合せ、相談の記録をデジタル化
共通プラットフォームで共有する。

二度手間や、手戻りをしない、させ
ないための情報共有の仕組み作り。

さらに、内部業務システムと連携
させることで、自動化図る。

迅速、効率的なサービス提供を実現

Copyright 2019 Satomi Hirokawa



会津若松市
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（事例）チャットボットの活用



（事例１）ひとり親家庭への子育て支援策の情報提供 千葉市

出典：地方公共団体におけるデータ利活用ガイドブック

（３） プッシュ型の情報提供
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（事例２）トータルな情報提供

・寝屋川らしさを伝える画像がお出迎えします。
・他にも市内の季節の写真やイベントの様⼦を⾒ることができます。

８つ の カ テ ゴ リ
・トップ画面には、
「防災・防犯」 「ごみ」
「⼦育て・健康」 「教育」
「イベント情報など」 「施設・公園など」
「各種予約」 「⾒守り」
の８つのカテゴリが表示されます。

・選択画面で、必要のないカテゴリは非表示にすること
ができます。

お 知 ら せ
様々な情報をプッシュ通知で⾒逃すことなくチェックできます。
・市からのお知らせ情報
・市⽴⼩・中学校の⾏事案内など（必要な校区を選択できます）
・台風や警報などの気象情報（おおさか防災ネット）
・不審者情報など（大阪府警察安まちメール）
・避難所開設情報などの防災活動情報

・未確認のお知らせ情報があれば、その個数が表示されます。

24寝屋川市提供資料

寝屋川市



区 分 機 能 概 要

識 別 情報（音声、画像、テキスト等）の判別や仕分け、検索、翻訳を行う。

情報に基づいて、状況を的確に把握する。

評価予測 将来の動向、変化等を予測する。

異常や不正などのリスクの評価、予兆の検知を行う。

判断支援 判断や選択に際し、条件に合う最適な「お勧め候補」を抽出、提示する。

随時変化する状況に合わせて、即時に対応策を提示する。

処理実行 文書や図、デザイン等を自動生成する。

処理や作業の自動化、最適化を行う。

行政情報システム研究所「人工知能技術の行政における活用に関する調査研究」報告書を参考に作成

人工的な方法による、学習、推論、判断等の知的な機能の実現
およびその活用に関する技術のこと

AIが得意な仕事

25

AIとは？

（４） AＩやRPAを活用した業務改革

AI （Artificial Intelligence ＝ 人工知能）
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活用が進んでいるAI技術分野

①画像解析分野

②音声解析分野

③自然言語処理分野

画像を認識し、有意な事象を取捨選別する処理等を行う技術等。
画像の特徴の把握、状況の推測、変化の予測、画像の補正等。
自動運転、商業施設等の自動化、本人確認、農業等への利用等。

人の音声等を聞いて、文字（テキスト）に変換する技術や、わずかな音の
違いを聞き分ける技術等。
会議録の作成、産業機械の運転監視、電話の通話記録、チャットボット、
音声に含まれる感情を解析することや、コールセンター業務の高度化等。

人の日常会話（自然言語）を、コンピュータで処理できるようにする技術等。
テキストを単語に分割し、文の構造を解析、語彙と語彙の関係を構造化し、
情報（知識）を抽出する。
言語の翻訳、スマートスピーカー、チャットボット、文書の要約、検索エンジン等。

Copyright 2019 HIRO Research Institute



（事例１）AIによる道路施設の損傷の自動診断

� 公用車に取り付けたスマートフォンで、道路を自動撮影し、サーバに転送。
AIが道路の状況を「損傷なし」「損傷はあるが、修繕は不要」「要修繕」の
３つに分類し、修繕の必要性を判断する仕組み。

� 東京大学と共同研究を行っている。

� 2019（平成31）年度以降、本格稼働を目指している。

千葉市ホームページ

千葉市、室蘭市、市原市、足立区
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徳島県ホームページより

徳島県

画面上で要約率
を操作できる

50%に要約

30%に要約

動画（YouTube )

28

（事例２）AIによる会議録等の電子化、要約サービス



那覇市
（事例３）AIによる特定健診の受診勧奨

総務省「地方自治体におけるAI、ロボティクスの活用事例」 29
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・ 人が端末で行う定型的作業を、ソフトウェアにより自動実行させる仕組み

・ 定型的ルールに基づく、参照、入力、演算、レポート作成、出力等を実行

・ 複数のアプリケーションをまたいで、転記、集計等が可能

・ 業務における判断基準やルールは人が定め、RPAはその通り実行する

RPA(Robotic Process Automation)

・ 事務量、事務コスト（人件費）の削減

・ 生産性向上 24時間365日稼働可能

・ 低コストで導入可能 既存アプリケーションの改修が不要

効
果

＊ 業務のブラックボックス化、属人化のおそれがあり、導入には注意が必要

RPAとAIの相違点

・ RPAは、ルール通りに動く、手作業の代替ツール
・ AIは、頭脳として、指示を出すことが可能なツール
・ RPAとAIを組み合わせることができれば、大いに役に立つのでは

RPA (Robotic Process Automation＝ソフトウェアロボット）



（事例） RPA導入検討、実証実験
横浜市

工事落札候補者の技術者の確認業務（財政局契約第一課）
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横浜市
（事例） RPA導入検討、実証実験の効果

工事落札候補者の技術者の確認業務（財政局契約第一課）
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（５）利用者の実体験に基づいた課題把握とサービス設計

利⽤者（住⺠）の体験を観察、聴取
• サービスを利⽤する『ひと』が中心
• 利⽤者（住⺠）の声を聴き、⾏動パターンを観察し、心理、ニーズを的確に把握
• 利⽤者（住⺠）の要求事項や他⾃治体での導⼊事例等を調査し、課題の根本原因を解明

解決策のアイデア出し
• サービスの関係者、利⽤者が、⾃由に意⾒を出し合って、解決策を検討

利⽤者（住⺠）の参画
• 徹底して利⽤者の実体験に根差して、サービスを創造する

プロトタイプによる試作・改良
• サービス（提供の仕組み）を試作し、利⽤者を含め関係者が評価
• トライ＆エラーを繰り返し、品質と効率を⾼める

33

デザイン・シンキング（サービス・デザイン）の手法

Discover
住民の体験から
真の課題を知る

Ideation
解決のアイデア
を練りあげる

Prototyping

サービスを試作
改良を繰り返す

Roadmap
本格的な提供を
計画する

データを活⽤して仮説を検証
• 関係するデータを解析して、課題設定と、解決策を検証



２ 公民連携による地域課題の解決

34

（１）オープンデータの推進と活用

オープンデータとは？

政府機関、自治体、研究・教育機関、企業などが持つ、誰でも入手可能で、
自由に利用や配布ができるデータやコンテンツ

データを公開し、著作権や特許などの規制を受けずに、誰でも自由に利用
できるようにすることにより、新しい行政サービスやビジネスにつなげる

オープンデータの定義

・ 営利目的、非営利目的を問わず、二次利用可能なルールが適用されたもの

・ 機械判読に適したもの

・ 無償で利用できるもの

オープンデータのルール（抜粋）

・ 公共データは原則公開（個人情報等は除く）

・ 二次利用に関するルール＝政府標準利用規約（国際ルールに準拠）

・ データ形式等＝機械判読可能な形式、一括ダウンロード可能に

官民データ活用推進基本法
により、国を挙げて推進中



オープンデータの事例①
オープンデータ 100から抜粋
https://cio.go.jp/opendata100
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オープンデータの事例②
オープンデータ 100から抜粋
https://cio.go.jp/opendata100
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オープンデータ 100から抜粋
https://cio.go.jp/opendata100

37

オープンデータの事例③



（２）シェアリングエコノミーの活用

シェアリングエコノミーとは？

モノやサービスなどの資源を共同で利用することにより、合理的に

経済社会を運営すること（共有経済）

38

シェアリングエコノミーの5つの分野

① スキル クラウドソーシングなど、知識、労働のシェア

② 空間 会議室、駐車場、宿泊施設などのシェア

③ 移動 カーシェア、ライドシェア、自転車のシェアなど

④ モノ 洋服、バッグ、おもちゃ、不用品など

⑤ お金 クラウドファンディングなど

住民や企業のスキル、資源を、適切な対価を支払って、上手に活用

することにより、地域社会の課題解決に役立てる
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①スキルのシェアの事例

AsMama（子育てシェア）

子育ての困った時を支援するサービス
登録者数 50,000人
解決数 16,000件
解決率 約82%

AsMamaホームページ 39



②空間のシェアの事例

Airbnb 宿泊、体験、レストランのマッチングサービス

Airbnbホームページ 40



③移動のシェアの事例

Uber Eats フードの宅配サービス

Uber eats ホームページ 41



出典：内閣官房「シェア・ニッポン100」

シェアリングエコノミー 活用事例①
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出典：内閣官房「シェア・ニッポン100」

シェアリングエコノミー 活用事例②
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データ収集/課題の分析/真の課題の発見

課題共有/最適解発見/解決までのマネジメント

自治体 NPO 社 福 ケアマネ

医療機関 住民自身 企業

プラットフォーム

ステークホルダー

住

民

データ

要望
相談
参加

解決策提示

サービス
支援
扶助

AI、IoTなどを活用

情報基盤

API などにより自動連携

44
PMO:Project Management Office

Ex.

サービス提供主体 サービス利用者

（３）連携プラットフォームの構築と運用

Copyright 2020 Satomi Hirokawa



３ 広域連携による効率的な行財政運営

業務の共同化の拡大

情報システムの共同利用

共同で外部委託発注

Ａ
町

Ｂ
村

Ｃ
町

Ｄ
村

各
団
体
の
業
務

情報システムの共同利用

共同で外部委託発注

Ａ
町

Ｂ
村

Ｃ
町

Ｄ
村

各
団
体
の

コ
ア
業
務

共通業務を共同実施

政策の立案・調整
危機管理、経済振興
コミュニティ、観光等

コア業務、独自業務は、それぞれ実施

共通業務は、フローを標準化して、共同で実施

実施の方法は、委託、協議会、事務組合、地方共同法人など検討
新たに、圏域単位の行政という発想も

Copyright 2020 Satomi Hirokawa
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